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平成１８年３月期 個別財務諸表の概要              平成１８年５月１７日 

 

上場会社名  虹 技 株式会社           上場取引所 ：  大 

コード番号  ５６０３               本社所在都道府県 ： 兵庫県 

（ＵＲＬ http://www.kogi.co.jp） 

代  表  者 役職名  代 表 取 締 役 社 長 

        氏 名  堀 田 一 之 

問合せ先責任者 役職名  経 理 部 長 

        氏 名  谷 岡  宗    ＴＥＬ  （０７９）２３６－３２２１ 

決算取締役会開催日  平成１８年５月１７日     中間配当制度の有無    有 

配当支払開始予定日  平成１８年６月３０日     定時株主総会開催日  平成１８年６月２９日 

単元株制度採用の有無   有（１単元 1,000 株） 

 

１． 平成１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

（１）経 営 成 績                           （金額 百万円未満切り捨て） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

百万円  ％ 

１４,１１４  （ △1.1）      

１４,２７１  （ 23.1） 

百万円  ％ 

１,２４３ （ 98.0）

６２７ （ 155.0）

百万円  ％ 

１,０２７  （ 136.3）

４３４  （ 621.9）

 

 
当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

百万円  ％ 

５９６ （△32.7）

８８６ （   ）

円  銭 

１９ ２８ 

２９ ５６ 

円  銭 

１８ ５６ 

％ 

１１.９ 

２３.５ 

％ 

６.６ 

２.８ 

％ 

７.３ 

３.０ 

（注）① 期中平均株式数 １８年３月期 ３０,９１６,００９株 １７年３月期 ２９,９７９,６２２株 

   ② 会計処理の方法の変更      有 

   ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配 当 状 況 

1 株 あ た り 年 間 配 当 金  

 中 間 期 末 

配 当 金 総 額 

（ 年 間 ） 
配 当 性 向 

株 主 資 本 

配 当 率 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

円 銭 

３ ０ 

３ ０ 

円 銭 

０ ０ 

０ ０ 

円 銭 

３ ０ 

３ ０ 

百万円 

１００ 

８９ 

％ 

１５.６ 

１０.１ 

％ 

１.７ 

２.２ 

 

（３）財 政 状 態 

 総   資   産 株  主  資  本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 

１８年３月期 

１７年３月期 

百万円 

１５,９１０ 

１５,２６７ 

百万円 

５,９１９ 

４,０８１ 

％ 

３７.２ 

２６.７ 

円  銭 

１７６ ２３ 

１３６ １６ 

（注）① 期末発行済株式数 １８年３月期 ３３,５８８,２５２株 １７年３月期 ２９,９７４,１６１株 

   ② 期末自己株式数 １８年３月期 ３１,３８５株 １７年３月期 ２５,８３９株 

 

２．平成１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

1 株 あ た り 年 間 配 当 金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通 期 

百万円 

６,８００ 

１４,３００ 

百万円 

４００ 

１,０００ 

百万円 

２４０ 

６００ 

円 銭 

０ ０ 

 

円 銭 

 

４ ０ 

円 銭 

 

４ ０ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    １９円４１銭 

 ※本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変 

 化により、実際の業績が異なる可能性があります。 
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 １．財 務 諸 表 等  

 （１） 貸借対照表  

                                   （金額 百万円未満切り捨て） 

前 期 

（平成１７年３月３１日現在） 

当 期 

（平成１８年３月３１日現在） 

期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増 減 金 額 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

（ 資 産 の 部 ） １５,２６７ 100.0 １５,９１０ 100.0 ６４２ 

流 動 資 産 ７,７５７ 50.8 ８,２６９ 52.0 ５１２ 

現 金 預 金 １,２４４  １,８８０  ６３５ 

受 取 手 形 ７６２  １,０３３  ２７１ 

売 掛 金 ２,６８３  ２,５００  △１８２ 

製 品 ９３９  １,００７  ６７ 

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ５４３  ５９５  ５２ 

仕 掛 品 ７８５  ９６７  １８１ 

繰 延 税 金 資 産 ４４６  ５４  △３９２ 

そ の 他 ３５８  ２３５  △１２２ 

貸 倒 引 当 金 △６  △５  １ 

固 定 資 産 ７,５０９ 49.2 ７,６３４ 48.0 １２４ 

有 形 固 定 資 産 ４,２８５ 28.1 ４,４３８ 27.9 １５２ 

建 物 ・ 構 築 物 ８７３  ８２６  △４７ 

機 械 装 置 １,９０８  １,８６３  △４５ 

車 輌 ・ 工 具 ・ 器 具 ６９９  ７８９  ８９ 

土 地 ７９５  ７９５  ―― 

建 設 仮 勘 定 ７  １６３  １５６ 

無 形 固 定 資 産 ９７ 0.6 ７３ 0.5 △２４ 

特 許 権 等 ５９  ４３  △１５ 

ソ フ ト ウ ェ ア ３８  ２９  △８ 

投 資 そ の 他 資 産 ３,１２７ 20.5 ３,１２３ 19.6 △３ 

投 資 有 価 証 券 ２,３７４  ２,１３８  △２３６ 

関 係 会 社 株 式 ４４８  ５５４  １０５ 

長 期 貸 付 金 ４  ５  ０ 

会 社 更 生 債 権 等 ９  ９  ０ 

そ の 他 ３１４  ４４９  １３４ 

貸 倒 引 当 金 △２４  △３２  △８ 

繰 延 資 産 ―― ―― ６ 0.0 ６ 

社 債 発 行 費 ――  ６  ６ 

資 産 合 計 １５,２６７ 100.0 １５,９１０ 100.0 ６４２ 
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                                    （金額 百万円未満切り捨て） 

前 期 

（平成１７年３月３１日現在） 

当 期 

（平成１８年３月３１日現在） 

  期  別 

 

科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

増 減 金 額 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円 

（ 負 債 の 部 ） １１,１８６ 73.3 ９,９９１ 62.8 △１,１９４ 

流 動 負 債 ８,５０９ 55.8 ６,６３４ 41.7 △１,８７５ 

支 払 手 形 ３,０５９  ２,５９２  △４６７ 

買 掛 金 ５８９  ６３０  ４０ 

短 期 借 入 金 ３,９５１  １,７９５  △２,１５６ 

未 払 金 ５３３  １,０２３  ４９０ 

未 払 法 人 税 等 ２８  １０３  ７５ 

未 払 消 費 税 等 ４３  ２８  △１４ 

未 払 費 用 １０１  １０３  １ 

賞 与 引 当 金 ４０  ９１  ５１ 

設 備 関 係 支 払 手 形 ――  １６７  １６７ 

そ の 他 １６１  ９７  △６３ 

固 定 負 債 ２,６７６ 17.5 ３,３５６ 21.1 ６８０ 

長 期 借 入 金 ２,４７４  ２,６８３  ２０９ 

繰 延 税 金 負 債 １６５  ４３５  ２６９ 

退 職 給 付 引 当 金 ３４  ４４  １０ 

役員退職慰労引当金 ――  １９１  １９１ 

そ の 他 ２  ２  ―― 

（ 資 本 の 部 ） ４,０８１ 26.7 ５,９１９ 37.2 １,８３７ 

資 本 金 １,５００ 9.8 ２,００２ 12.6 ５０２ 

資 本 剰 余 金 ８９ 0.6 ５８６ 3.7 ４９７ 

資 本 準 備 金 ８９  ５８６  ４９７ 

利 益 剰 余 金 １,９２５ 12.6 ２,４３１ 15.3 ５０６ 

利 益 準 備 金 ３７５  ３７５  ―― 

別 途 積 立 金 ５７８  ５７８  ―― 

配 当 平 均 積 立 金 ６８  ６８  ―― 

当 期 未 処 分 利 益 ９０３  １,４１０  ５０６ 

その他有価証券評価差額金 ５６９ 3.7 ９０３ 5.7 ３３３ 

自 己 株 式 △３ △0.0 △５ △0.1 △１ 

負 債 お よ び 資 本 合 計 １５,２６７ 100.0 １５,９１０ 100.0 ６４２ 
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 （２） 損益計算書  

                                      （金額 百万円未満切り捨て） 

前 期 

 (平成16年4月 1日から 

  平成17年3月31日まで) 

当 期 

 (平成17年4月 1日から 

  平成18年3月31日まで) 

 

        期  別 

 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 金 額 
対 前 

期 比 

経 常 損 益 の 部 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

営 業 損 益 の 部       

営 業 収 益       

売 上 高 １４,２７１ 100.0 １４,１１４ 100.0 △１５６ △1.1 

営 業 費 用       

売 上 原 価 １２,０５５  １１,２５７  △７９７  

販売費および一般管理費 １,５８８  １,６１３  ２５  

計 １３,６４３ 95.6 １２,８７１ 91.2 △７７２ △5.7 

営 業 利 益 ６２７ 4.4 １,２４３ 8.8 ６１５ 98.0 

営 業 外 損 益 の 部       

営 業 外 収 益       

受取利息および配当金 ２５  ２８  ３  

そ の 他 ４９  ７７  ２８  

計 ７４ 0.5 １０６ 0.8 ３１ 42.1 

営 業 外 費 用       

支 払 利 息 ２１６  １５４  △６１  

資 産 処 分 損 ――  ９３  ９３  

そ の 他 ５１  ７４  ２２  

計 ２６７ 1.9 ３２２ 2.3 ５４ 20.3 

経 常 利 益 ４３４ 3.0 １,０２７ 7.3 ５９２ 136.3 

特 別 損 益 の 部       

特 別 利 益       

投資 有価証券 売却 益 ８９７  ３９０  △５０６  

固 定 資 産 売 却 益 ３５２  ――  △３５２  

台 風 被 災 保 険 金 ９２  ――  △９２  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ３５  ――  △３５  

特 別 利 益 合 計 １,３７８ 9.7 ３９０ 2.8 △９８７ △71.7 

特 別 損 失       

役 員 退 職 慰 労 金 ――  ５  ５  

役員退職慰労引当金繰入額 ――  １７５  １７５  

特 別 退 職 加 算 金 ３１  ――  △３１  

た な 卸 資 産 除 却 損 ２８  ――  △２８  

固 定 資 産 除 却 損 ６８  ４１  △２７  

台風 被災によ る損 失 １３２  ――  △１３２  

固 定 資 産 売 却 損 １２  ――  △１２  

子 会 社 株 式 評 価 損 ――  ５９  ５９  

ゴル フ会員権 評価 損 １８  ７  △１０  

特 別 損 失 合 計 ２９１ 2.0 ２９０ 2.1 △０ △0.2 

税 引 前 当 期 純 利 益 １,５２１ 10.7 １,１２７ 8.0 △３９４ △25.9 

法人税、住民税および事業税 ９ 0.1 ９７ 0.7 ８７ 941.2 

法 人 税 等 調 整 額 ６２６ 4.4 ４３４ 3.1 △１９２ △30.7 

当 期 純 利 益 ８８６ 6.2 ５９６ 4.2 △２８９ △32.7 

前 期 繰 越 利 益 １７  ８１３  ７９６  

当 期 未 処 分 利 益 ９０３  １,４１０  ５０６  
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（３）利 益 処 分 案  

  

                                 （金額 百万円未満切り捨て） 

科 目 
前 期 

（平成１７年３月期） 

当 期 

（平成１８年３月期） 
増 減 金 額 

当 期 未 処 分 利 益 の 処 分 百万円  百万円 百万円  

当 期 未 処 分 利 益 ９０３ １,４１０ ５０６ 

 
こ れ を 次 の と お り 

処 分 し ま す 。  

こ れ を 次 の と お り 

処 分 し ま す 。  
 

利 益 配 当 金 

（ １ 株 に つ き ３ 円 ） 
８９ １００ １０ 

次 期 繰 越 利 益 ８１３ １,３０９ ４９５ 
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 重要な会計方針  

 （１）資産の評価基準および評価方法 

   ① 有価証券 

    子会社株式および関連会社株式………移動平均法による原価法 

    その他有価証券 

     時価のあるもの…………………期末月１か月間の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

   ② デ リ バ テ ィ ブ…………時価法 

   ③ たな卸資産 

      原 材 料…………総平均法による低価法 

      製品・仕掛品・貯蔵品…………総平均法（一部の製品・仕掛品については個別法）による原価法 

 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産………定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法）を採用しております。また、工具の一部（木型・金型）については、使

途、材質、経済的環境条件等を勘案した耐用年数（７年）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物および構築物       ８年～６０年 

機械装置および車輌運搬具   ３年～１５年 

   ② 無形固定資産………定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

 （３）繰延資産の処理方法 

   ①社債発行費 

繰延資産に計上することとし、３年間（商法施行規則に規定する最長期間内）で毎期均等額を償却するこ

ととしております。 

 

 （４）引当金の計上基準 

   ① 貸 倒 引 当 金……当事業年度末日現在に有する売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるために、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 賞 与 引 当 金……従業員に支給する賞与の支出に備えるために、当期に支給した金額を基礎として、支

給見積額のうち当期分に対応する額を計上しております。 

   ③ 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理することとして

おります。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することとしております。 

（会計処理の変更） 

当事業年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号

平成１７年３月１６日）および「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成１７年３月１６日）を適用しておりま

す。これにより営業利益、経常利益および税引前当期純利益は１１１百万円増加して

おります。 

   ④ 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度

末要支給額を計上しております。 

なお、当該引当金は商法施行規則第４３条に規定する引当金であります。 
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（会計処理の変更） 

役員退職慰労金は、従来支払時の費用として処理しておりましたが、当事業年度よ

り「役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度末要支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上することに変更しました。この変更は、当事業年度に「役員退職慰労金規程」

の整備改訂を行ったことにより、また、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として

定着しつつあることを踏まえ、役員の在任期間に対応した費用配分を行うことにより、

期間損益の適正化および財務体質の健全化を図るために行ったものであります。 

この変更により、当事業年度発生額１５百万円は「販売費および一般管理費」に、

過年度相当額１７５百万円は「特別損失」に計上しております。この結果、従来の方

法と比較して営業利益および経常利益は１５百万円、税引前当期純利益は１９１百万

円それぞれ減少しております。 

 

 （５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

 （６）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

 （７）ヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしております金利スワップに

ついては特例処理によっております。 

   ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

   ③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権限規定および取引限度額等を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る金

利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

   ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

 （８）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

   ① 長期･大型工事の収益計上基準 

長期・大型工事（工期１年以上かつ請負金額２億円以上）については、工事進行基準を採用しております。 

   ② 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 会計処理の変更  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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 注記事項  

 （貸借対照表関係） 

（前 期）        （当 期） 

（１）子会社に対する短期金銭債権 １３６百万円 ２百万円 

（２）子会社に対する短期金銭債務 ３２９百万円 ２９５百万円 

（３）有形固定資産の減価償却累計額 １７,４８９百万円 １６,９９３百万円 

（４）貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物の一部、電子計算機およびその周辺機器等についてはリー

ス契約により使用しております。 

（５）担保に供している資産   銀 行 預 金 １８６百万円 ―― 百万円 

                建    物 ５５５百万円 ５１１百万円 

                土    地 ７５６百万円 ７５６百万円 

                投資有価証券 ９５１百万円 ７２２百万円 

（６）外貨建保証債務 ２７３百万円 ２９９百万円 

 （２５５万ＵＳ＄） （２５５万ＵＳ＄） 

（７）受取手形割引高 １,７３７百万円 ９９０百万円 

（８）債権流動化のための受取手形裏書譲渡高 ７５７百万円 ７６２百万円 

債権流動化のために行った受取手形の裏書譲渡額のうち、期日前決済の請求を行っていない残高が前期

１７７百万円、当期１８９百万円あり、この金額は流動資産「その他」に含めております。 

（９）特定融資枠契約 

当社は、将来の資金需要に対して安定的、機動的かつ効率的な資金調達を可能にするため金融機関１１

社と特定融資枠契約を締結しております。 

 特定融資枠契約の総額 ―― 百万円 ２,６００百万円 

 借 入 実 行 残 高 ―― 百万円 ２４０百万円 

 差 引 額 ―― 百万円 ２,３６０百万円 

（10）期末における発行済株式の種類および総数       普通株式         普通株式 

 ３０,０００,０００株 ３３,６１９,６３７株 

   期末に保有する自己株式の種類および総数       普通株式         普通株式 

 ２５,８３９株 ３１,３８５株 

（11）配当制限 

 商法施行規則第１２４条第３号に規定する純資産額の増加額 ５６９百万円 ９０３百万円 

 

 

 （損益計算書関係） 

（前 期）        （当 期） 

（１）子会社に対する売上高 ６４４百万円 ４９百万円 

（２）子会社からの仕入高 ３,３８１百万円 ３,０５５百万円 

（３）減価償却実施額 ５６７百万円 ５３７百万円 

（４）固定資産売却益の内訳 

本店土地・建物等売却益 １３６百万円 ――― 

  社宅土地・建物等売却益 ２１５百万円 

       計 ３５２百万円 

（５）固定資産除却損の内訳  

   建 物 ―― 百万円 ３百万円 

   機 械 装 置 ２９百万円 ３８百万円 

   工具・器具・備品 ３９百万円 ―― 百万円 

       計 ６８百万円 ４１百万円 

（６）固定資産売却損の内訳 

単身寮土地・建物等売却損 １２百万円 ――― 

 

 

（リース取引関係） 

  有価証券報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの

は、ありません。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                                  （金額 百万円未満切り捨て） 

            期   別 

 項   目 

前    期 

（平成１７年３月３１日現在） 

当    期 

（平成１８年３月３１日現在） 

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超過額 １ １１ 

賞与引当金損金算入限度超過額 １６ ３６ 

たな卸資産評価損 ２ ―― 

退職給付引当金損金算入限度超過額 １４７ １０１ 

投資有価証券評価損 ８ ―― 

繰越欠損金 ４７１ ―― 

役員退職慰労引当金繰入 ―― ７７ 

子会社株式評価損 ―― ２４ 

その他 ２２ ２９ 

繰延税金資産小計 ６７０ ２８１ 

評価性引当額  △４５ 

繰延税金資産合計  ２３５ 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △３８９ △６１７ 

繰延税金負債合計 △３８９ △６１７ 

繰延税金資産の純額 ２８０ ―― 

繰延税金負債の純額 ―― △３８１ 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の 

 原因となった主要な項目別の内訳 

                                          （単位：％） 

            期   別 

 項   目 

前    期 

（平成１７年３月３１日現在） 

当    期 

（平成１８年３月３１日現在） 

法定実効税率 ４０．６ ４０．６ 

（調   整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 ０．８ １．３ 

住民税均等割等 ０．６ ０．８ 

評価性引当金の増加 ―― ４．０ 

その他 △０．２ ０．４ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４１．８ ４７．１ 

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

２．発行済株式数の増加 
 

 
前   期 
（平成１６年４月 １ 日から 
 平成１７年３月３１日まで） 

当   期 
（平成１７年４月 １ 日から 
 平成１８年３月３１日まで） 

当期中の発行済株式数の増加内訳 ――――――――――――――― 新株予約権付社債の新株予約権の権利
行使による新株の発行 
（１）発行株式数  ３,６１９,６３７株 
（２）資本組入額の総額  ５０２百万円 
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３．生産、受注および販売の状況 
（１）生 産 実 績 

 当期における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

                                     （金額 百万円未満切り捨て） 

前   期 
（平成１６年４月 １ 日から 
 平成１７年３月３１日まで） 

当   期 
（平成１７年４月 １ 日から 
 平成１８年３月３１日まで） 

       期 別 
        
事業の種類別 
セグメントの名称  金   額 前期比増減率(％) 金   額 前期比増減率(％) 

鋳 物 ・ ロ ー ル  関 連 事 業 １０,６７５ ８.５ １１,５１３ ７.８ 

機 械 関 連 事 業 １,５２９ ２７.０ １,９５３ ２７.７ 

環 境 プ ラ ン ト 関 連 事 業 １,５３３ ２７６.４ ５４７ △６４.３ 

合 計 １３,７３７ ２０.０ １４,０１４ ２.０ 

（注）１ 金額は販売価格によっております。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（２）受 注 状 況 

 当期における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 鋳物・ロール関連事業のうち一部鋳物製品については、見込み生産を行っております。 

（イ）受 注 高                              （金額 百万円未満切り捨て） 

前   期 
（平成１６年４月 １ 日から 
 平成１７年３月３１日まで） 

当   期 
（平成１７年４月 １ 日から 
 平成１８年３月３１日まで） 

       期 別 
        
事業の種類別 
セグメントの名称  金   額 前期比増減率(％) 金   額 前期比増減率(％) 

鋳 物 ・ ロ ー ル  関 連 事 業 ８,４９４ １２.８ ９,３５６ １０.２ 

機 械 関 連 事 業 １,５２６ １５.２ １,８８８ ２３.７ 

環 境 プ ラ ン ト 関 連 事 業 ６３５ △５５.６ ５９９ △５.６ 

合 計 １０,６５５ ３.６ １１,８４４ １１.２ 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（ロ）受注残高                              （金額 百万円未満切り捨て） 

前   期 
（平成１６年４月 １ 日から 
 平成１７年３月３１日まで） 

当   期 
（平成１７年４月 １ 日から 
 平成１８年３月３１日まで） 

       期 別 
        
事業の種類別 
セグメントの名称  金   額 前期比増減率(％) 金   額 前期比増減率(％) 

鋳 物 ・ ロ ー ル  関 連 事 業 １,２３３ １.８ １,９３０ ５６.５ 

機 械 関 連 事 業 ２７２ △４.８ ２７３ ０.２ 

環 境 プ ラ ン ト 関 連 事 業 ２９４ △７２.５ ２６４ △１０.１ 

合 計 １,８００ △２９.９ ２,４６７ ３７.１ 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（３）販 売 実 績 

  当期における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

                                      （金額 百万円未満切り捨て） 

前   期 
（平成１６年４月 １ 日から 
 平成１７年３月３１日まで） 

当   期 
（平成１７年４月 １ 日から 
 平成１８年３月３１日まで） 

       期 別 
        
事業の種類別 
セグメントの名称  金   額 前期比増減率(％) 金   額 前期比増減率(％) 

鋳 物 ・ ロ ー ル  関 連 事 業 １１,３１９ １４.３ １１,５９７ ２.５ 

機 械 関 連 事 業 １,５４０ ２５.６ １,８８７ ２２.５ 

環 境 プ ラ ン ト 関 連 事 業 １,４１２ ２０６.６ ６２９ △５５.４ 

合 計 １４,２７１ ２３.１ １４,１１４ △１.１ 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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４．役 員 の 異 動 
 

 

（１）代 表 者 の 異 動   該当事項はありません。 

 

 

（２）その他の役員の異動   該当事項はありません。 

 
 


